


































































































































































































































































H. Okuno CHUKYO LAWYER
あったが、実際、引率教師は、応急措置も不十分なまま何らかの効果的措置をとらなかった点に注
意義務違反の過失を認めた。

















































































（ 1）	 最判昭和62年 2 月 6 日判例時報1232号100頁
（ 2）	 奥野久雄『学校事故の責任法理Ⅱ』（法律文化社2017年）113頁
（ 3）	 最判昭和58年 2 月18日民集37巻 1 号101頁
（ 4）	 注 2 ）前掲書132頁



















年度に亡くなった18人のうち、高 1が11人を占め、高 2（ 3人）や中 1と中 2（各 2人）を大幅に
上回る。高 1が多い理由としては、野球経験の少ない初心者や、肥満体形の部員がランニングなど
長時間に及ぶ練習の終了間際に発症する傾向が強かったためであることが指摘されている（前掲産
経新聞）。
（ 7）	 公立中学校のハンドボール部の二年生男子生徒が、夏期練習中に熱中症に罹り死亡した事故につ
いて、顧問教諭に過失があるとして国家賠償請求が認容された、名古屋地裁一宮支部平成19年 9 月
26日判決（判例時報1997号98頁）も、その過失の判断要因として、文部科学省からの学校に対して
なされた熱中症の予防策についての周知が重視されたものである。
（ 8）	 本判決の出された後に、県立高校野球部所属の生徒が練習中に熱中症に罹患して死亡した事故に
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ついて、野球部監督教諭に過失があったとして、県の国家賠償責任が認められた事例として、［ 7］
高松高裁平成27年 5 月29日判決判例時報2267号38頁、また、市立中学校の生徒がバトミントン部の
練習中に熱中症に罹患し脳梗塞を発症したことについて、学校側の損害賠償責任が認められた事例
として［ 8］大阪高裁平成28年12月22日判決判例時報2331号31頁がある。［ 7］の原審は、生徒A
が倒れた直後監督教諭 Bが119番通報したことなどから過失があったとはいえないなどと判断し、
Xらの本訴請求を棄却した。［ 7］は、「B監督は、本件高等学校の教員であり、本件硬式野球部の
監督でもあるから、部活動の実施により部員の生命身体に危険が及ばないよう配慮し、危険を防止
するとともに、何らかの異常を発見した場合には、その実態を確認し、必要に応じて、運動の禁
止、応急処置、医療機関への搬送等の措置を取るべき一般的な注意義務を負っていた。そしてB監
督は、このような注意義務の一環として、部活動の実施により部員が熱中症に罹患することがない
よう配慮し、危険を防止するとともに、熱中症を予見させる異常の発見に努め、何らかの異常を発
見した場合には、部員の容態を確認し、必要に応じて、運動の禁止、応急措置、医療機関への搬送
等の措置を取るべき熱中症に関する一般的な安全配慮義務を負っていたといえる。」と述べる。こ
れに対して、［ 8］の原審は、学校の責任を認め、［ 8］はその拡張を求め、附帯控訴を起こした。
［ 8］は、スポーツ活動中の熱中症を予防するための措置を講ずるには環境温度を認識することが
前提となり、その把握が極めて重要であることを指摘する。すなわち、「平成22年当時において学
校関係者に既に周知されていたと認められるから、被控訴人中学校長には部活動を行う室内又は室
外に温度計を設置すべき義務があり、部活動の過程でWBGT（湿球黒球温度）等の温度を把握す
ることができる環境を整備すべき義務があったと解しても何ら不当ではない」と述べる。
